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_ 開札の日時及び場所
{ 日時 平成22年11月４日（木）午後１時
30分

| 場所 東日本高速道路株式会社新潟支社
湯沢管理事務所

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
平成 22年９月３日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 上総 周平

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

１ 掲載日
平成22年８月20日（号外政府調達第157号）

２ 訂正内容
第157号８ページ３段目３^中「平成22年９

月20日」を「平成22年９月21日」に訂正します。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 近畿地方整備局における建築工事に係る一
般競争参加資格の認定を受けていること（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又は

民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続開始の決定後、近畿地方整備
局長が別に定める手続きに基づく一般競争参
加資格の再認定を受けていること。）。

^ 近畿地方整備局における建築工事に係る一
般競争参加資格の認定の際に、客観的事項（共
通事項）について算定した点数（経営事項評
価点数）が1¶200点以上であること（上記]

の再認定を受けた者にあっては、当該再認定
の際に、経営事項評価点数が1¶200点以上で
あること。）。

_ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
]の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

` 平成７年度以降に元請として完成し、引き
渡しが完了した下記１）から５）までの要件
をすべて満たす新築工事の躯体、外装ほか内
装を含む建築一式工事（発注機関は問わな
い。）の施工実績（以下「同種工事の実績」と
いう。）を有すること（共同企業体構成員とし
ての実績は、出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。）。
１）建物用途
下記のａ）、ｂ）又はｃ）の用途
ａ）研修施設・学校
ｂ）研修施設・学校の合計面積が、下記４）
の建物規模以上ある複合用途建築物
ｃ）建物内の視聴覚室、研修室、教室、ゼ
ミ室、及び教員室の合計面積が、過半を
超える施設

２）構造 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋
コンクリート造
３）階数 地上２階以上
４）建物規模 延べ面積2¶000fl以上
５）上記１）から４）は同一工事の実績であ
ること。
なお、経常建設共同企業体（以下「経常Ｊ
Ｖ」という。）にあっては、構成員のうちの１
社が平成７年度以降に元請として完成し、引
き渡しが完了した同種工事の実績を有すると
ともに、その他の構成員が、平成７年度以降
に元請として完成し、引き渡しが完了した下

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kazuhiko Haruyama,

Head of Yuzawa Operation Office, Niigata

Regional Head Office, East Nippon Ex-

pressway Company Limited

] Classification of the products to be pro-

cured : 2

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Kerosene 1,170,000 liters Heavy

Oil (type A) 15,000 liters

_ Delivery period : From the next day of

the conclusion of a contract to 30 April 2011

` Delivery place : Tanigawadake and

Tsuchitaru Parking Areas, Horinouchi and

Echigokawaguchi interchanges

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are who

shall :

{ not come under Article 6 of the East

Nippon Expressway Company LimitedÐs

regulation concerning the contract pro-

cedures

| have proven to have actually sold, ma-

nufactured or delivered Kerosene and

Heavy oil (type A) concerened

} have proven to storage space for Kero-

sene and Heavy oil (type A) within the

radius of 100kirometers from Yuzawa

Operation Office

b Time-limit for tender : 4 : 00 P.M, 25 Oc-

tober, 2010

c Contact point for the notice : Humiharu

Jinbo, Manager of General Affair Group

East Nippon Expressway Company Limit-

ed, 1159, Kandatsu, Yuzawamachi, Mi-

namiuonuma-gun, Niigata, 949`6102 Ja-

pan. TEL 025`784`3921

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年９月３日

支出負担行為担当官
近畿地方整備局長 上総 周平

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27

１ 工事の概要等
\ 品目分類番号 41

] 工事名 近畿管区警察学校厚生棟建築工事
（電子入札対象案件）

^ 工事場所 大阪府堺市北区長曽根町1179`

４
_ 工事概要 厚生棟 鉄筋コンクリート造
（一部鉄骨造）２階建 延べ面積 2¶844fl

新築１棟、渡り廊下\、渡り廊下] 新築
１棟 屋外排水設備、舗装、雑工作物 新設
一式、取りこわし一式

` 工期 契約締結の翌日から平成24年２月29

日まで
a 使用する主要な資機材 鉄筋 370ｔ、コ
ンクリート 3¶000‚、鉄骨 60ｔ

b 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式及び
契約締結後に施工方法等の提案（総合評価に
係る提案を除く。）を受け付ける契約後ＶＥ方
式の試行工事である。

c 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

d 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出及び入札を
電子入札システムで行う対象工事である。な
お、電子入札システムによりがたいものは、
発注者の承諾を得て紙入札方式に代えるもの
とする。

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書の他に
必要な証明書等を添付して入札書の受領期限
までに提出しなければならない。入札者は、
開札日の前日までの間において、契約責任者
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。

` 契約書の作成の要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入出来ると契約責任者が判断した資料を添
付して入札書を提出した入札者であって、入
札価格が契約制限価格の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った入札者を落札者と
する。
また、当該入札で落札予定者が決定しない
場合は、東日本高速道路株式会社契約規程実
施細則第34条の規定に基づく随意契約に移行
する場合がある。

b 手続における交渉の有無 無
c 入札に関する一般的な質問については、『入
札参加に必要な書類や入札に関するよくある
質問と回答（http://www.e-nexco.jp/bids/

info/capacity/pdfs/faq.pdf）』を参照のこと。
d 詳細は、入札説明書による。

˜
Ÿ


		2010-09-02T14:57:32+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




